
品川区応援競技事業支援補助金交付要綱 
 

制定 令和４年３月３０日 区長決定 要綱第９４号 
改正 令和６年３月 １日 部長決定 要綱第５６号 

 
（趣旨） 

第１条 この要綱は、東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会におけ 
る品川区応援競技および品川区と相互協力協定を締結している団体に係る競

技（以下「品川区応援競技」という。）の活動経費を補助するため、品川区応

援競技に関連する団体に対し予算の範囲内で補助金を交付することについて、

品川区補助金等交付規則（昭和３９年品川区規則第４号）に定めるもののほか、

必要な事項を定めるものとする。 
（補助対象団体） 

第２条 品川区応援競技を支援するための補助金（以下「補助金」という。）の

交付の対象となる団体は、特定非営利活動法人日本ブラインドサッカー協会

（以下「ブラインドサッカー協会」という。）および区長が適当と認めるもの

とする。 
（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、

次に掲げる事業とする。 
 ⑴ 国際的な大会の代表選手、強化指定選手および次世代育成選手の活動支

援に関する事業 
 ⑵ 各競技のアスリート等による区民等に対する各競技に関する啓発および

気運醸成に係る事業 
 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、区のスポーツ振興に資するものと区長が認

めた事業 
（補助対象経費） 

第４条 補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、前

条に規定する補助対象事業の実施に要する経費のうち、別表に掲げるものと

する。 
（補助金の上限額） 

第５条 補助金の上限額は、次の各号に掲げる団体の区分に応じ、当該各号に掲

げる額とする。 
 ⑴ ブラインドサッカー協会 １５０万円 
 ⑵ 前号以外の団体 区長が相当と認める額 
２ 前項の規定にかかわらず、区長は、特に必要があると認めるときは、前項第



１号に規定する上限額を引き上げることができる。 
（補助金の交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者は、品川区応援競技事業支援補助金

交付申請書（第１号様式）に区長が指定する書類を添えて、原則として補助対

象事業実施前までに申請しなければならない。 
（補助金の交付決定） 

第７条 区長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、こ

れを適正と認めたときは速やかに補助金の交付決定を行い、品川区応援競技

事業支援補助金交付決定通知書（第２号様式）により、当該申請を行った者に

通知するものとする。 
（補助事業の変更等） 

第８条 前条の規定による交付決定を受けた者（以下「補助決定者」という。）

が、補助金交付が決定された事業（以下「補助事業」という。）の名称、実施

期間、事業内容および事業経費を変更または中止する場合、あらかじめ品川区

応援競技事業支援補助金補助事業変更（中止）承認申請書（第３号様式。以下

「変更（中止）承認申請書」という。）を区長に提出し、承認を受けなければ

ならない。 
２  区長は、変更（中止）承認申請書が提出されたときは、その内容を審査し、

適正と認めたときは、補助決定者に対して品川区応援競技事業支援補助金変

更（中止）承認通知書（第４号様式）により通知するものとする。 
（実績報告） 

第９条 補助決定者は、補助事業が完了したときは、速やかに品川区応援競技事

業支援補助金補助事業実績報告書（第５号様式）に区長が指定する書類を添え

て区長に報告しなければならない。 
（補助金の額の確定） 

第１０条 区長は、前条の規定による報告を受けた場合においては、その内容を

審査し、および必要に応じて現地調査を行い、補助事業の内容が補助対象事業

に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、品川区応援競技

事業支援補助金交付額確定通知書（第６号様式。以下「確定通知書」という。）

により補助決定者に通知するものとする。 
（補助金の交付等） 

第１１条 補助決定者は、確定通知書を受領したときは、品川区応援競技事業支

援補助金請求書兼口座振替依頼書（第７号様式。以下「請求書兼口座振替依頼

書」という。）を区長に提出しなければならない。 
２ 区長は、請求書兼口座振替依頼書の提出があったときは、当該口座に振り込

むことにより、補助金を交付するものとする。 



（補助金の経理等） 
第１２条 補助決定者は、補助事業に係る経理について収支の事実を明らかに

した証拠書類を整理し、かつ、これらの書類を補助事業が完了した日の属する

会計年度の終了後５年間保存しなければならない。 
（検査） 

第１３条 補助決定者は、区長が関係職員をして補助事業の運営、経理等の状況

について検査させた場合または補助事業について報告を求めた場合には、こ

れに応じなければならない。 
（非常災害の場合の処置） 

第１４条 補助決定者が、非常災害等により、被害を受けたため補助事業の遂行

が困難となった場合の特別の措置については、別に定める。 
（委任） 

第１５条 この要綱の実施に関し必要な事務手続については、文化観光スポー

ツ振興部長が定める。 
 

付 則 
この要綱は、令和４年４月１日から適用する。 
 
  付 則 
この要綱は、令和６年４月１日から適用する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



別表（第４条関係） 
内     容 

事業実施に要する経費 
 出演料、演出料、講演料等 
 会場費等 
 会場設営および運営委託に要する経費 
 広告宣伝費、印刷費 
 その他事業実施に直接必要な諸経費 

 


